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③　海洋への汚染拡大防止対策

方針１．汚染源を取り除く
○　多核種除去設備（ALPS）による汚染水浄化
○　トレンチ※内の汚染水除去
　　（※配管などが入った地下トンネル）

方針２．汚染源に水を近づけない
○　地下水バイパスによる地下水汲み上げ
○　建屋近傍の井戸での地下水汲み上げ
○　凍土方式の陸側遮水壁の設置
○　雨水の土壌浸透を抑える敷地舗装
　 （フェーシング）

方針３．汚染水を漏らさない
○　水ガラスによる地盤改良
○　海側遮水壁の設置
○　タンクの増設（溶接型へのリプレイス等）

 

 

① 汚染水の浄化処理
・原子炉建屋内に滞留している汚染水は、多核種
除去設備（ＡＬＰＳ）などを含む複数の浄化設
備で処理をしています。
・汚染水中に含まれるセシウムおよびストロンチ
ウムの濃度を低減し、最終的に多核種除去設備
（ＡＬＰＳ）でトリチウム以外の大部分の放射
性物質を取り除きます。
・２０１５年５月、貯蔵タンクの底に残る水を除いたストロンチウムを含む高濃度
汚染水（ＲＯ濃縮水）の全ての浄化処理を完了しました。

 

 

③海側遮水壁
・汚染水の海洋流出を阻止するため、２０１２年５
月より１～４号機の護岸海側に遮水壁の建設を
開始し、２０１５年１０月に全長約７８０ｍの海

　側遮水壁の閉合作業が終了しました。

 ②凍土方式による陸側遮水壁
・凍土方式による陸側遮水壁は、高い遮水性を確保
　できる凍結工法を用いて地下水の流れを遮断す
　る目的で設置されます。
・２０１４年６月より工事を開始し、２０１６年
　３月より段階的に凍結を進め、２０１７年８月
　より全ての箇所の凍結を開始しました。その
　結果、２０１８年３月、陸側遮水壁の遮水効果
　が明確に認められ、サブドレン・フェーシング
　等との重層的汚染対策により、建屋に地下水を近づけない水位管理システムが構築されたと
　判断しました。

事故で溶けた燃料を冷やした水と地下水が混ざり、１日約80㎥（2023年度）の汚染水が発生
しています。汚染水対策は「汚染源を取り除く」「汚染源に水を近づけない」「汚染水を漏ら
さない」の３つの基本方針に基づき対策が進められています。また、2023年８月からＡＬＰ
Ｓ処理水の海洋放出が開始されています。

県内の主な原子力施設の状況

　茨城県内の原子力事業所においては、３月11日の地震及びその余震により、敷地内の施設の一部に
被害がありましたが、原子炉などの重要な原子力施設には影響がなく、環境への放射性物質の漏えい
などは現在認められていません。

１ 東海第二発電所の状況
況状の時災震）（１

　①　地震発生（震度６弱）
　　・原子炉は自動停止
　　・外部電源を喪失

　②　津波発生（最大遡上高5.4m）
　　・非常用ディーゼル発電機 3台が起動しましたが、津波の影響により 1台が停止したため、3系

統の冷却系のうち、1系統が停止。

　③　冷温停止
　　・正常に稼働していた非常用ディーゼル発電機2台による2系統の冷却系により、原子炉の冷却

を進めました。
　　・外部電源復旧後は、通常どおりの冷却系により、原子炉を冷却し、３月15日、冷温停止に至り

ました。

（２）安全対策
　①　電源の確保
　　・低圧電源車を４台配備済み
　　・大容量の高圧電源車5台を配備済み

　②　除熱機能の確保
　　・大容量ポンプ車、ホース車などを高台に設置済み
　　・海水ポンプ駆動用モータの代替機を配備済み
　　・大容量ポンプ車などから原子炉などに直接注水できる専用配管を設置済み

　③　浸水、津波対策の強化
　　・原子炉建屋などの扉の水密性を強化済み
　　・高さ18ｍ～20ｍの防潮堤の設置を予定

２ その他の原子力事業所の状況
　　東海再処理施設の使用済燃料プール水の溢水や建屋壁などのひび割れ等がありましたが、環境へ
の影響は認められていません。
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